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　教員養成の研究は、教育学研究の主要領域のひとつである。日本の教員
養成は、占領期に大きく改められた。占領期の教員養成改革について、閉
鎖制から開放制に転換したことや大学での養成にかわったこと、すなわち
教員養成の制度の改革に関する研究の蓄積は豊富である。しかし、教員養
成のための教育内容の改革についてはあまり研究がなされてこなかった。
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教員養成改革を評価するには、敗戦前の教員養成カリキュラムとくに教職
科目が、戦後いかにかわったのかを明らかにすることが必要である。
　教育刷新委員会（以下「教刷委」と略記）では委員の多くが教職科目を
重視せず、教員免許状取得のために教職科目の単位を多数取得させること
に反対した。ただし、教刷委の委員の念頭にあった教職科目のイメージは、
今日私たちが抱くイメージとは同じではない。なぜなら、教職科目は戦後
大きく改められたからである。
　では、敗戦前の師範学校の教職教育とはいかなるものであったのであろ
うか。1943年の師範教育令改正によって、師範学校は専門学校レベルの
教育機関に改められた。同年４月１日の「師範学校教科教授及修練指導要
目」が、その教育内容を定めた(1)。師範学校はこの時から国定教科書を用
いることとなった。そこで、師範学校に関する法令と「師範学校教科教授
及修練指導要目」、そして師範学校教育科の国定教科書を用いて、師範学
校における教職教育の内容を明らかにする。
　ただし、太平洋戦争の戦局悪化の中で、師範学校の教育は規定通りには
行われなかった。学徒勤労動員、修業年限の短縮などの非常措置が相次い
だ。1944年８月の「学徒勤労令」によって、師範学校の予科・本科全生
徒が常時勤労動員されることになり、翌年３月になると「決戦教育措置要
綱」が閣議決定され、４月から授業が停止となった。師範学校本科の修業
年限は３年である。敗戦後は、世の中が転換して、以前とは全く異なる教
育が展開される。したがって、「師範学校教科教授及修練指導要目」の内
容に則して３年間の教育を受けた学生はいなかった。
　そこで、それ以前の中等学校段階の時代の師範学校のカリキュラムにつ
いても検討した。すなわち、1937年の「師範学校教授要目」（以下、適宜「要
目」と略記）である。1937年の要目は、1931年の要目の一部を改訂した
ものである。したがって、1937年だけでなく、さらに1931年の要目も考
察した。
　ここで、先行研究について述べる。昭和戦前戦中期を対象に含めた師範
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学校に関する研究は豊富である(2)。それらの中で、以下の２冊は本稿で対
象とする時期の師範学校について詳しく説明しているので、とくに参考に
なった。
①国立教育研究所編『日本近代教育百年史』第５巻、教育研究振興会、
1974年
②清水康幸『教育審議会の研究・師範学校改革』野間教育研究所、
2000年
　①の第６編第４章第２節「師範学校制度の改革と師範教育」（林三平執筆、
630 ～ 738ページ）では、第１次大戦終結から満州事変までの時期におけ
る師範学校を扱っており、1931年の「師範学校教授要目」に言及している。
第７編第４章第１節「戦時教育体制と教員養成」と第２節「師範学校の改
革と青年師範学校の成立」（篠田弘執筆、1325 ～ 1398ページ）では、
1943年の師範教育令改正から敗戦までの師範学校について説明している。
ただし、師範学校の教育内容にあまり触れておらず、師範学校教育科の内
容について「師範学校教科教授及修練指導要目」や師範学校教育科の国定
教科書にまで立ち入って検討してはいない。
　②は、師範学校改革に関する教育審議会の審議内容に即して、師範学校
改革を分析した緻密な研究である。この研究の中心は教育審議会の審議経
過と審議内容であるが、教育審議会前後の師範学校全般を考察している(3)。
そこで、昭和戦前期師範学校の教育内容、具体的には1931年と1937年の「師
範学校教授要目」および1943年の「師範学校教科教授及修練指導要目」や、
1943年の師範教育令改正によって発足した新制師範学校に関して検討し
ている。とはいえ、師範学校の教育科の内容を立ち入って考察してはいな
い。
　次に、師範学校における教職教育にかかわる研究をみよう。昭和戦前戦
中期の教職教育を扱ったものは多くない。その中で、千葉昌弘と山田昇の
一連の研究は貴重である。千葉の研究には次の３つがある。
①千葉昌弘「戦前・戦後における教職専門科目の編成原理と変容過程
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に関する歴史的考察」『高知大学教育学部教育実践研究』創刊号、
1986年、55 ～ 80ページ。
②同「戦前・戦後における教職専門科目の編成原理と変容過程に関す
る歴史的考察（その２）」『高知大学教育学部教育実践研究』第２号、
1987年、73 ～ 82ページ。
③同「戦前・戦後における教職専門科目の編成原理と変容過程に関す
る歴史的考察（その３）」『高知大学教育学部教育実践研究』第３号、
1989年
　①は明治のはじめから戦後までを扱っているため、昭和戦前期に関わる
記述は少ない。②は教育実習の研究である。③は時代をさかのぼり、明治
時代の師範学校制度創設期と確立期を対象としている。
　昭和戦前期の師範学校の教育科を対象に含めた研究として、山田昇の以
下の研究をあげることができる。
①山田昇「師範学校制度下の『教育』科に関する考察」『和歌山大学
学芸学部紀要 ―教育科学―』第15号､ 1965年､ 39 ～ 62ページ｡
②同「師範学校における教育学」『教育』1970年３月号、国土社、６
～ 13ページ。
③同「教員養成における教職教育の位置に関する歴史的検討」教育史
学会編『日本の教育史学』第13集、1970年、37 ～ 53ページ
④同「教員養成における教育史の教育」『和歌山大学教育学部紀要 ―
教育科学―』第24号､ 1974年､ 11 ～ 21ページ
　①②④は明治期から敗戦前までの期間を扱う中で昭和戦前期にふれてい
る。③は戦後の教育刷新委員会での議論を含めて検討している。①と④は
師範学校教育科のうちの特に教育史の教育をとり上げて、当時の教科書の
検討を行っている。ただし、いずれも、昭和戦前戦中期の師範学校教育科
の教育課程の全体を考察したり、1931年・1937年の「師範学校教授要目」
や1943年の「師範学校教科教授及修練指導要目」の内容を検討したもの
ではない。
5高橋　昭和戦前戦中期における師範学校の教職カリキュラム
　②「師範学校における教育学」で、「師範学校における教育学が、天皇
制国家に奉仕する教師の教育者精神、教育者的人格の育成を中心的にに
なってきた(4)」と述べている。そして、③「教員養成における教職教育の
位置に関する歴史的検討」では、敗戦までの師範学校では「教育者精神の
涵養が強調されたほかは、教師の専門的教養として資すべき教育科の任務
というものが十分に追究されてこなかった(5)」と記している。ところが、
実際は、教育科の「任務」は明確であった。ただし、教師の専門的教養と
して妥当であったかどうかは別である(6)。
第１節　1931･37年の師範学校教育科
１　1931年師範学校教授要目
　師範学校は、1886年以降、高等小学校修了者を主な対象として長期間
の教育を通じて小学校教員を養成する機関であった。1907年、これに加
えて、中学校卒業者に１年間、高等女学校卒業者に１～２年間の師範教育
を行って小学校の教員とするための課程が作られた。前者は本科第１部、
新たに作られた後者は本科第２部と呼ばれた。
　1931年に師範学校規程が改正された。本科第２部の修業年限が１年か
ら２年に延長された。そして、全国の師範学校は、本科第１部だけでなく
第２部を併置することが原則となった。それに伴い、師範学校の教授要目
も改められた。
　師範学校の教育課程は、｢基本科目」「増課科目」と教育実習により構成
された。師範学校本科第２部男子の「基本科目」は、以下の13であった（師
範学校規程第７条）。
修身、公民科、教育、国語漢文、歴史、地理、英語、数学、理科、実
業、図画、手工、音楽、体操　
　本科第１部男子・女子の場合は、これに英語が加わった（師範学校規程
第５、６条）。本科第１部・２部とも、女子は実業のかわりに家事と裁縫
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であった(7)（師範学校規程第６、８条）。
　「増課科目」とは、修身、公民科、教育以外の「基本科目」および英語
の中から数科目を選択して履修するものであった。教育実習は、本科第１
部・２部とも８～ 10週間であった（師範学校規程第25、26条）。
　いずれにせよ、教職科目と教科科目という区分はなく、教職科目は「教
育科」という一つの学科目の中に位置づけられていた。そして、「師範学
校教授要目」を見ると、教育以外の各教科の教授事項の中に「小学校ニ於
ケル修身教授法及教材ノ研究」「小学校ニ於ケル諸教科目中ニ於ケル公民
教材ノ研究」など、教授法・教材研究がもり込まれていた。今日では、教
職科目とされている教科教育法が、それぞれの教科科目の教育内容に含ま
れていたのである。
　では、教育科について見ていこう。1931年当時の師範学校規程第11条
第１項は教育科の目的を次のように定めていた。
　教育ハ教育ニ関スル一般ノ知識ヲ得シメ特ニ小学校教育ノ理論及方
法ヲ詳ニシ教育者タルノ精神ヲ養ヒ教育ヲ楽シムノ念ヲ培養スルヲ以
テ要旨トス
　すなわち、①教育に関する一般知識を習得する､ ②小学校教育の理論と
方法を学ぶ、③教育者精神を養う、④教育を楽しむ気持ちを育てることで
あった。
　教育科自体が学科目のひとつであるが、さらに細かく以下の６領域に
よって構成されていた。３年制の本科第１部と２年制の第２部では授業時
間数は異なるが、これらの領域名は共通であった。
心理学
論理学
教育学　教授法附保育法
近世教育史
教育制度・学校ノ経営及管理・学校衛生
教育実習
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　「論理学」が置かれている点が注目される。教育制度・学校ノ経営及管理・
学校衛生は合わせて一つにまとめられている。
　教育科の各領域の内容を1931年の「師範学校教授要目」から抜粋しよう。
教授事項を列挙した後に注意事項が書かれている。本科第２部の内容は、
本科第１部第３学年から第５学年に準じるとされている。つまり本科第１
部と第２部の教育科の各領域でとりあげる事項は同じである。
　「師範学校教授要目」には、「心理学」で教授すべき事項を以下のように
記している。
精神現象、心理学研究ノ方法、精神現象ノ生理的基礎、意識、注意、
感覚、知覚、記憶、想像、思考、感情、衝動及本能、意志、品性、
個性、社会心、作業、学習、心身ノ発達、心性考査法大要　
　「心理の発達」が含まれているが、発達段階で分けてはいない。
　「論理学」は以下のような事項を教授する。
思考の原理、名辞、命題、論式、演繹法、帰納法、探究的方法、統整
的方法、誤謬
　「教育学　教授法及保育法」には、次の事項が掲げられている。
教育ノ意義、教育ノ目的、小学校教育ノ目的、教師ト児童、教育ノ方法、
教育ノ効果及其ノ考査、教育ノ種類ト学校系統、家庭教育、社会教育、
保育ノ任務、保育ノ方法、教育測定法、教育指導法及職業指導法
　ここには、教育の目的、教育方法、教育測定法、職業指導等があるが、
教育課程がない。また、今日の教職科目にはない「家庭教育」が含まれて
いることが注目される。
　次に、「近世教育史」を見よう。　
近世本邦教育ノ概要、近世欧米教育ノ概要、現今欧米教育ノ情況、本
邦明治維新以後ノ教育
　４項目掲げられているが、うち２項目が欧米教育である。「教育史」と
いいながら、「現今欧米教育ノ情況」と、欧米の現在の教育も教授するこ
ととなっている。
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　「教育制度　学校ノ経営及管理　学校衛生」で扱う事項は次の通りであ
る。
教育制度ノ概要、小学校、小学校ニ類スル各種学校及小学校ニ併置セ
ラルル教育施設、幼稚園、小学校ノ経営及管理、小学校ニ於ケル保健
衛生、学校医及学校看護婦、身体検査、学校ニ於ケル疾病ト其ノ予防
並ニ治療ノ心得
　ここでは、教育制度、小学校・幼稚園の制度・学校経営・管理をあげて
いる。「学校ニ於ケル疾病ト其ノ予防並ニ治療ノ心得」という学校衛生に
関する事項を含んでいることが注目される。
　最後に「教育実習」について、次の事項があげられている。
授業参観、授業ノ実習、訓練ニ関スル指導及実習、学校事務ニ関スル
指導及実習
　以上、1931年の「師範学校教授要目」で教育科の教授事項をみた。後
述の1937年の教授要目と比べると、国体や日本精神等を直接示すような
教授事項は見られない。「近世教育史」を見ても、日本だけでなく、近世
と現今の欧米教育を扱うこととなっている。後の日本教育史のみの要目と
は異なる。
２　1937年改正師範学校教授要目
（1）教学刷新評議会答申
　1931年の満州事変以降、日本はいわゆる15年戦争に突入する。これ以
降の教育政策は、思想対策の強化、そして教学刷新に重点が置かれる。
1932年に国民精神文化研究所、1934年には文部省に思想局が設置された。
1935年には、天皇機関説事件を契機として国体明徴、教学刷新が叫ばれ
るようになった。同年教学刷新評議会がつくられ、翌1936年10月29日に「教
学刷新ニ関スル答申」を行った。教学刷新の基本方針は、祭祀と政治と教
育を不可分一体として、国体と日本精神の「真義」を「闡明」にすること
であった。
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　教学刷新評議会答申中の「教学刷新ノ実施上必要ナル方針」は９項目の
方針を掲げている。はじめの３項目を抜粋しよう。
１　我ガ国ニ於テハ祭祀ト政治ト教学トハ、ソノ根本ニ於テ一体不可
分ニシテ三者相離レザルヲ以テ本旨トス。（略）
２　国体・日本精神ノ真義ノ闡明ハ、天祖ノ神勅、歴代ノ詔勅並ニ教
育ニ関スル勅語ヲ初メトシ明治以後屡々下シ給ヘル聖詔ヲ本トシ、
更ニコレヲ我ガ国開闢以来ノ歴史ニ照シ、苟モ謬ナキヲ期セザルベ
カラズ。
３　国体・日本精神ノ真義ノ闡明ハ、現下ノ問題トシテハ、明治以来
我ガ国民特ニ知識階級ノ思想・学問ノ中ニ侵透セル西洋近代思想ノ
基本タル個人主義・自由主義・権力主義・主知主義・観念論及ビ唯
物論等ノ本質ヲ明瞭ニシ、ソノ影響ヲ受ケタル諸方面ノ実状ヲ批判
シ、単ナル形式的国体思想ノ唱道ニ陥ルコトヲ避ケザルベカラズ。
　１に示されているように、祭祀と政治と教育・学問を不可分一体として
いる。２では、国体・日本精神は、天祖の神勅・歴代天皇の詔勅・勅語等
に基づくとしている。３では、西洋近代思想の個人主義・自由主義思想や
観念論・唯物論も批判しているのである。
　答申の「学校教育刷新ニ関スル実施事項」では以下のように述べた。
イ　各学校ニ於テハ、我ガ国古来ノ敬神崇祖ノ美風ヲ盛ナラシメ、コ
ノ精神ノ徹底ヲ図ルタメ適当ナル施設ヲ考慮シ、又コレニ関スル
教養ニ力ヲ用フルコト必要ナリ。
ロ　学校ヲ以テ国体ニ基ク修練ノ施設タラシメ（以下略）
　学校では、神を敬い祖先を尊ぶという精神を徹底させること、またその
ための施設を考慮すること、そして、学校を国体に基づく修練の施設にす
るというのである。
　そして、教員養成に関して以下のように述べた。
　教員ノ養成ニツイテハ、専門的知識ト共ニ特ニ国体ニ関スル･体認
ニ重点ヲ置キ、以テ真ニ人ノ師タリ得ル教員ヲ養成スルニ努ムベク、
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教員養成ノ学校ニツイテハ意ヲ用ヒテソノ刷新ヲ図リ、ナホ現在ノ教
員検定制度ノ如キモ根本的ニコレヲ改善スルニ必要アリ。
　教員養成にあたっては、とくに国体に関する教養とそれを体認させるこ
とに重点を置き、そのために、教員養成学校や教員検定制度を根本的に改
めるというのであった。
（2）1937年師範学校教授要目
　1937年３月、師範学校、中学校、高等女学校の教授要目が一括して改
正された。改正は教学刷新評議会の答申を反映するものであった。教授要
目の改正について、当時文部省普通学務局長であった菊池豊三郎は次のよ
うに述べている。
　今日我が中等学校に於ける諸科目の教授に於て愈々国体の本義を明徴
にし、一層国民精神を作興することを旨とし、兼ねて今日の時代の進歩
に即するやう其の内容に改善を加へることを緊要としたのである(8)。
そして、各科目を通じての改正の主要点の第一に、次の点を掲げた。
　改正の趣旨に鑑み、教授要目の全般に亘り、務めて国体の本義
を明徴にし、国民精神の作興を図るべき事項を強調し、之が教授
上に於ける徹底を記したこと(9)。
　「師範学校教授要目」の改正は、先の1931年の「師範学校教授要目」の
うち、修身、公民科、教育、国語漢文、歴史、地理の６学科目の内容を改
めるものであった。したがって、他の学科目に関する部分は変更がない。
この時「師範学校教授要目」は改正されたが、師範学校規程は改められて
いない。教育科の目的を定めた同規程第11条第１項は先に見たままであっ
た。
　教育科はどのように変わったのであろうか。1937年の要目は、教育科
教育の趣旨を次のように改めた。
　教育ニ於テハ我ガ国ノ教育ガ国体ニ基クコトヲ明ニシ教育特ニ小学
校ニ於ケル教育ノ理論及方法ノ大要ヲ会得セシメ教育者タルノ精神ヲ
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養ヒ健全ナル国民ノ養成ト地方教化ノ向上トニ奉仕セントスルノ自覚
ヲ振起セシムルコトヲ要ス(10)
　1931年の要目における教育科の趣旨説明では、単に教授すべき内容と
順番を説明していただけであった。しかし、1937年になると、このように、
日本の教育が国体に基づくことを明らかにすること、教育者精神の養成、
健全な国民の育成、地方教化などが加わったのである。
　要目で掲げる教育科の各領域の教授項目を引用しよう。
心理学
心身ノ相関、意識、注意、感覚、知覚、観念、記憶、想像、思考、
感情、衝動及本能、意志、習慣、性格、個性、社会ノ心理、環境
ノ心理、学級ノ心理、学習ノ心理、心性考査
幼児期ノ心理、児童期ノ心理、青年期ノ心理、職業指導ノ心理的
基礎
論理学　
概念・判断・推理ノ大意、科学ノ方法（自然科学ノ方法、精神科
学ノ方法）、科学ノ分類
教育学附保育法
教育ノ意義、社会生活ト教育、教育ノ目的、小学校ノ任務、教育
者ト被教育者、教育的態度、教育ノ方法（養護、教授、訓育）、教
育ノ効果ト其ノ測定、家庭教育、社会教育、職業指導、幼稚園ノ
保育
　心理学の分野では、「環境ノ心理、学級ノ心理、学習ノ心理、心理考査」
など、一般心理学ではなく教育面への応用の項目が加えられた。また、幼
児期、児童期、青年期の各時期ごとの心理を教授することとなった。
1931年の要目での「教育学　教授法及保育法」は、1937年の要目では「教
育学附保育法」にかわっている。心理学、論理学、教育教育学附保育法の
教授内容について、上記の項目を見る限りとくに国体観念や国民精神を強
調するものは見当たらない(11)。
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　続いて「近世教育史」「教育制度　学校ノ経営及管理　学校衛生」「教育
実習」を見よう。
近世教育史
本邦教育史研究ノ目的、近世欧米教育ノ概要、本邦維新以前ノ教
育ノ概要、本邦維新以降ノ教育
　「近世教育史」については、1931年の要目にあった「現今欧米教育ノ情況」
が「本邦維新以前ノ教育ノ概要」にかわっていることが注目される。さら
に、要目の注意事項として、欧米教育の教授は「本邦教育ノ発達ヲ理会セ
シムルニ必要ナル事項ヲ主トスベシ」と記している(12)。欧米教育史は日本
の教育を理解するための手段という位置づけになったのである。
教育学　学校ノ経営及管理　学校衛生
国家ト教育、学校ノ種類・発達・系統、小学校（義務教育ト小学校、
小学校ノ教科・編成・職員・設備・経費、小学校ト地方教化）、学
校衛生、幼稚園、青年学校
教育実習
教授・訓育・養護ニ関スル実習、教育事務ニ関スル実習、保育ニ
関スル実習（女子）、学校及其ノ他ノ教育施設ノ見学
　「教育制度　学校ノ経営及管理　学校衛生」について従来の1931年の要
目と比べてみると、「国家ト教育」が加わっているほか、31年の注意事項
では「総テ小学校教育ノ実際ノ事項ニ就テ之ヲ説明センコトニ力ムベシ」
と述べていたのに対し、1937年では、諸外国の実情と比較して日本の小
学校教育の特質を明らかにすることに努めるよう記していることが注目さ
れる。
　なお、現在の教科教育法にあたる「各科教授法」については、教育科の
「注意」の第４で「各科教授法ハ各学科目ノ教授ニ於テ之ヲ授クベシ」と
記載された。従来、教科教育法は、師範学校の各教科の授業で扱うととも
に教育科でもあわせて教授することとなっていた。しかし、1937年の要
目では、各学科目の中でのみ行うこととなったのである(13)。
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（3）政府の国体論と ｢世界史的使命｣
　ところで当時、「教学刷新」「国体明徴」が叫ばれる中、国体論・国史観
の統一と普及のために、文部省思想局とその後継の教学局から1937年3月
に『国体の本義』、国民学校発足直前の1941年3月に『臣民の道』が刊行
された。
　『国体の本義』『臣民の道』内容を少し見てみよう。『国体の本義』によ
れば、西洋近代思想の根底は個人主義にあるが、個人主義が行き詰まって
いるので、「我が国独自の立場」に立ち帰る必要があるという。「今日我が
国民の思想の相剋、生活の動揺、文化の混乱は、･････真に我が国体の本
義を体得することによってのみ解決せられる(14)」と説く。「特殊な国体を
持つ我が国に於ては、それが我が国情に適するか否かが先づ厳正に批判検
討せられねばならぬ(15)」と述べている。こうして、西欧近代思想をはじめ
とする外来思想のうち、国体に適合しないものは排除されたのである(16)。
　国体論に基づいて、次のような歴史解釈がなされた。いわゆる皇国史観
である。
　我が国に於ては、肇国の大精神、連綿たる皇統を基とせずしては歴
史は理解せられない。（中略）肇国の精神は、国史を貫いて連綿とし
て今日に至り、而して更に明日を起す力となっている。それ故我が国
に於ては、国史は国体と始終し、国体の自己実現である(17)。
　そして、特殊な国体を有するがゆえに日本が他国民に優越し、他国民の
上に立つという論理が展開される。『臣民の道』の中には、例えば次のよ
うな一節がある。
　我が国は肇国以来、万世一系の天皇の御統治の下に、皇恩は万民に
洽く、真に一国一家の大和の中に生成発展を遂げて来たのであり、・・・・
すべては天皇に帰一し、御稜威によって生かされ来たつたのである。
我が国家の理想は八紘を掩ひて宇となす肇国の精神の世界史的顕現に
ある。我が国の如く崇高なる世界史的使命を担っている国はない(18)。
　「世界史的使命」とは「道義的世界建設」であるという。
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　かかる国体を有する国は、世界のいづくにも見出だすことが出来ぬ。
我が国にして始めて道義的世界建設の使命を果たし得るのであり、我
が国こそまさしく世界の光明である(19)。
　『臣民の道』は「結語」の中で以下のように書いている。
　今や我が国は、世界史上空前の深刻激烈なる動乱の間に処して、未
曾有の大業を完遂すべき秋に際会してゐる。まことに支那事変こそは、
我が肇国の理想を東亜に布き、進んでこれを四海に普くせんとする聖
業であり、一億国民の責務は実に尋常一様のものではない(20)。
　このように、政府は神話や古典を根拠に天皇の統治を正当化し、皇国史
観を公定の歴史解釈とし、そのような国体を持つがゆえに日本が世界を支
配することは世界史的使命であるという思想を宣伝普及した。政府として
は、このような思想を全国民が受ける義務教育で徹底しなければならない。
義務教育を担う国民学校の教師には、だれよりも国体論や皇国史観を学ば
せ、日本精神を徹底させる必要が生じたのである。
第２節　1943年師範教育令改正後の教育科カリキュラム
１　1943年師範教育令改正による師範学校改革
　1937年12月に内閣直属の諮問機関として教育審議会が設置された。教
育審議会は義務教育、中等教育、高等専門教育、師範教育、社会教育など
の制度、教育内容・方法におよぶ全面的な改革策を審議し、1941年10月
までの間に７つの答申と４つの建議を行った。根本理念は「皇国ノ道ニ則
ル国民の錬成」であった。師範学校の改革に関しては、1938年12月8日に「国
民学校、師範学校及幼稚園ニ関スル件」の答申がまとめられた。答申のタ
イトルに示されているように、国民学校の教員を養成する師範学校の改革
は、国民学校制度と密接に結びついていた。この答申は、師範学校の修業
年限を３年とし、中等学校卒業を入学資格の原則とする専門学校レベルに
するよう提言した(21)。
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　国民学校は1941年度から発足を見るが、師範学校制度の改革は遅れた。
1941年10月13日に教育審議会は「国民学校教員ノ優遇並ニ師範学校制度
刷新ノ急速実施に関スル建議」を行った。これに対応して、文部省は
1942年の１月６日の通牒「師範学校制度改善ニ関スル件(22)」で、翌年度
より師範学校制度の大改革を実施することを発表したのである。
　1943年３月８日に師範教育令が改正され、師範学校は同年４月から修
業年限３年の本科と修業年限２年の予科となり(23)、本科は中学校・高等女
学校卒業者または師範学校予科卒業者等を対象とする専門学校程度の教育
機関にかわった。すなわち、師範学校は中等学校卒業を入学資格とする専
門学校程度の３年制の本科を主体とすることとなったのである。同時に、
道府県立から官立にかえて国家が直接運営するように改められた。また、
従来、公費生の他に私費生があったが、本科･予科とも全員を公費生とし
授業料を徴収しないこととした。さらに、教科書を検定制度から国定制度
に改めたのである。また、それまで同じ道府県内で別々に置かれていた男
子と女子の師範学校を統合して、同じ師範学校の男子部と女子部にした。
　改正師範教育令第１条は「師範学校ハ皇国ノ道ニ則リテ国民学校教員タ
ルベキ者ノ錬成ヲ為スヲ以テ目的トス」と定めた。1886年の師範学校令
以来、３気質と言われた「順良親愛威重」という語はなくなった。すでに
1941年制定の国民学校令第１条は「国民学校ハ皇国ノ道ニ則リテ初等普
通教育ヲ施シ国民ノ基礎的錬成ヲ為スヲ以テ目的トス」としていた。師範
学校の目的は、「皇国民錬成」のための国民学校の教員を養成することと
なったのである。
　そして、同日制定の師範学校規程第１条は、師範教育令第１条の本旨に
基づいて、次の事項に留意して生徒を教育するよう規定した。
１　国体ノ本義ヲ闡明シ皇国ノ使命ヲ自覚セシメ皇国ノ道ノ先達タル
ノ修練ヲ積ミ至誠尽忠ノ精神ニ徹セシムベシ
２　教学ノ本義ヲ体得セシメ身ヲ教職ニ挺シテ国本ニ培ヒ皇謨ヲ翼賛
シ奉ルノ信念ヲ涵養スべシ
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３　学行ヲ一体トシテ心身ヲ修練セシメ国民錬成ノ重キニ任ズルノ徳
操識見ヲ涵養シ師表タルノ資質ヲ練成スベシ
４　学校一体修文練武ニ力ムルノ風ヲ振作シ闊達ニシテ質実剛健ヲ尚
ビ協同ト勤労トヲ重ソズルノ気風ヲ作興スベシ
５　教育ヲシテ特ニ国民生活ノ実際ニ適切ナラシムルト共ニ実践体験
ニ依ル学習ヲ基礎トシテ自発研究ノ態度ヲ育成スベシ
６　教育内容ノ全体的統一ニ意ヲ用ヒ学校ノ全施設ヲ挙ゲテ人物錬成
ノ一途ニ帰セシムベシ
　国体、皇国、教学、錬成などの語が並んでいる。1943年3月17日発行の
内閣情報局編集の『週報』第335号に文部省「問答・新制師範教育」とい
う記事が掲載されている。その中で、新制師範学校の教育方針について、
次のように記している。
　師範学校の教育方針は皇国の道の修練を旨とし、わが国教学の本義
の徹底を期し、皇国の使命を体得して克く皇国民錬成の重責に任ずべ
き人物を錬成することを主眼とし、その教育は教科と修練によって行
ふことになってをります(24)。
　1943年５月の師範学校長会議で岡部長景文部大臣が行った訓示から引
用しよう。
　師範教育の要諦は、教学の本義に徹し身を教職に挺し、皇謨を翼賛
し奉るの信念を涵養すると共に学行を一体として心身を修練せしめ、
克く国民錬成の重きに任ずべき徳操と識見を養ひ、学校一体剛健闊達
なる校風の発揚を期するに在ります(25)。
　天皇による統治体制を支えるために、教学の本義に徹して精神と身体を
結びつけて修業して、教職に身を捧げる人間を育成することが師範学校の
重要な役割であるという。そして次のように述べる。  　
　日本の真姿を明確に認識し、そこに固き信念を培ひ、その根柢の上
に皇国の歴史的使命たる大東亜の建設を期せねばならぬことでありま
す。（中略）従来動もすれば西洋に模倣追随し、皇国日本の伝統を忘
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れて、恰も西洋化することが即ち進歩であるかの如き考へ方さへ絶無
とは申し難かったのでありますが、･･････共栄圏諸民族の信倚を得る
ことも出来難いのであります。（中略）大東亜建設の使命は偏に教育
の成果如何に懸つて居ると言ふも決して過言でないと信ずるのであり
ます(26)。
　大東亜共栄圏建設のためには、西洋の文化・文明に追随するのではなく、
日本の伝統や独自性に対する信念を育てる必要があるというのであった。
    
２　師範学校の教育内容
　師範学校の教科は、「基本教科」と「選修教科」に分かれていた。「基本
教科」は国民学校の教科に合わせて、男子部の場合、国民科、理数科、実
業科、体錬科、芸能科で、他に教育科と外国語科があった。女子部の場合
は、実業科のかわりに家政科であった。「基本教科」は外国語科を除いて
必修であった。「選修教科」は基本教科の中の科目から選択履修すること
となっていた（師範学校規程第２条、第３条）。師範学校の卒業生は広範
囲の知識を持っているけれども、深い知識を持っていないという傾向があ
るので、特定の分野を選んで深く研究できるようにすることが、「選修教科」
の目的であった(27)(28)。
　1943年４月１日に文部省が定めた「師範学校教科教授及修練指導要目」
を見ると、国民科、理数科などの教科全体についての説明の後に、国民科
修身公民、国民科哲学、国民科国語漢文、国民科歴史、国民科地理、国民
科選修教科、あるいは理数科数学、理数科物象、理数科生物、理数科選修
教科などに分けて指導内容が記述されている。
　教科教育法は、既述のように、1931年の要目では各教科と教育科で扱
うこととされていたけれども、1937年の要目では各教科の中だけで扱う
こととなった。この方針は、1943年の要目にも引き継がれた。国民科国
語漢文や国民科歴史、国民科地理などの各科目ごとに、「教授上の注意」
の一つとして「国民学校ノ教材ニ関係深キ事項ハ留意シテ之ヲ取扱ヒ教授
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ノ指針ヲ与フベシ」等と書かれているのである(29)。
　ほかに教育実習を、師範学校本科の３年次におよそ12週間行うことと
なった（師範学校規程第20、21条）(30)。従来、８～ 10週間であった（1931
年改正師範学校規程25、26条）から、２～４週間の増加である。教育実
習の期間について、「要目」は次のように記している(31)。
第１期　教育見習  約１週
第２期　基本実習  約８週
第３期　地方実習  約２週
第４期　総合実習  約１週
　このほかに、保育実習について、女子に約２週間の実習を課している。
　女子ニ在リテハ第２期以降適当ナル時期ニ於テ約２週保育実習ヲ課
スベシ
　男子ニ在リテモ適宜幼児保育ノ実際ヲ実習又ハ見学セシムベシ
　教科と教育実習の他に、修練が置かれた。修練は新たに設定された。師
範学校規程は修練を次のように規定した（第15条第２項）。
　修錬ハ行的修練ヲ中心トシテ教育ヲ実践的総合的ニ発展セシメ教科
ト併セ一体トシテ尽忠報国の精神ヲ昂揚シ教育者タルノ資質ヲ錬成ス
ルヲ以テ要旨トス
　文部省職員が執筆した『文政維新の綱領』には、次のような説明がある。
　従来の報国団行事や時間外の各種行事を組織的に時間割に組み込
み、師弟一体となって研鑽修養に力め、師弟間の人格的接触を教室外
にも設くると共に、生徒相互間の切磋琢磨、自発協力による研修鍛錬
等が行はれ得るようにしたのである(32)。
　修練は、日常行うもの、毎週４時間行うもの、学年中随時に行うものが
あり（師範学校規程第15条第３項）、随時に行う修練は、１・２学年は１
年間に約60日、３学年は50日とされた(33)。
　もっとも、修練は師範学校だけでなく、1943年に師範教育令改正と同
時に行われた中等学校令・高等学校令の改正により、中学校や高等女学校
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でも実施された。ただし、師範学校では、修練を徹底させるために、「全
生徒を寮舎に収容し、いはゆる24時間教育の徹底を期す必要があります
ので、師範学校には財政及び資材の許す限りなるべく速かに全寮制度を実
施することにしてゐる(34)」とされていた。要目には、修練と並んで「寮舎
修練」の項が置かれている。
３　教育科の内容
　次に、師範学校教育科について見ていこう。師範学校規程第５条第１項
は教育科の目的を次のように定めた。
　教育科ハ国体ニ淵源スル我ガ国教育ノ本義ヲ闡明シ国民教育ノ要諦
ト共ニ児童及青年ノ身体的精神的発達及保健衛生ニ付テ修得セシメ教
育実践の根底ニ培ヒ教育者タルノ資質ヲ錬成スルヲ以テ要旨トス
　ここにも「国体ノ本義」の「闡明」が登場する。その上で、国民教育の
要諦、児童青年の発達、保健衛生に関する知識技能を修得し、教育実践の
基礎能力を養成し、教育者としての資質を鍛えるとしている。
　師範学校教育科は、①教育、②心理、③衛生の３科目から構成されてい
る（師範学校規程第５条第２項）。既に見たように、1937年の「師範学校
教授要目」では教育科教育の内容構成は、①心理学、②論理学、③教育学
附保育法、④近世教育史、⑤教育制度・学校ノ経営及管理・学校衛生であっ
た。1943年から、⑤の中の「学校衛生」が独立して、教育、心理と並ぶ
一つの科目になったのである。また、1931年と1937年の要目に置かれて
いた②論理学が姿を消した。
　国定教科書『師範教育（巻１上）』が1943年６月に、『師範教育（巻１下）』
が1944年10月に刊行される。同書の「序説」に師範学校教育科の目的を
説明している箇所があるので以下に抜粋しよう。
　師範学校生徒の従事すべき職分そのものを直接の対象として、その
研究・考察により教育実践の根柢に培ふことを要旨とする点で、爾余
の教科に見られぬ特色をもつ。即ち教育科においては、皇国民錬成そ
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のものを取りあげ、それを当面の問題として、その精神を闡明し、そ
の方法を体得せしめんとするのであって、ここに教育科の独自な地位
と任務とがある(35)。
　「皇国民錬成」そのものを取り上げ、その精神を明らかにしてその方法
を体得するのが師範学校教育科の役割である。皇国民の錬成を目的とする
国民学校の教員には、「皇国ノ道」を徹底する必要があった。当時の師範
学校教育科の内容は、戦後の教職科目とは大きく異なるものであった。
　第２、３学年では、週あたり６時間「選修教科」を履修することができ
た。「選修教科」とは、前述のように、国民科、教育科、理数科、実業科（女
子は家政科）、体錬科、芸能科、外国語科の中から選択して深く研究する
ものである。
　教育科を選修教科として選択した場合、「師範学校教科教授及修練指導
要目」によれば、その内容は教育科の「基本教科ノ程度ヲ進メテ」さらに
研究を行うもので、「演習・共同研究等ヲ重ンジ」るとしている(36)。
　以下、教育科の教育内容について、教育、心理、衛生の順に見ていこう。
４　教育科教育
　教育科教育は第１学年で、「序説」と「教育ノ史的発達」、第２学年で「教
育ノ要義」、第３学年では、「教育ニ於ケル先哲ノ遺業」と「教育制度及学
校経営」を教授する。「要項」は、それぞれの教授事項を列記している。
師範学校教育科教育の「教授事項」には、各学年の教授内容が並んでいる。
　師範学校教育科の中の教育、心理、衛生のうちの特に教育科教育の目的
について、前記『師範教育（巻１上）』で、次のように述べている。
　わが国教育の本義を明らかにすると共に、国民教育の要諦を会得す
るための科目が教育科教育である(37)。
　また、次のようにも記している。
　教育科教育においては、･･････わが国教育の根本精神が国体に淵源
することを明確に体得するのが第一の要件である(38)。
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　以上に見たように、教育科は教育の他に心理、衛生によって構成される
が、教育科教育の目的は、さきに見た教育科全体の目的と同様、国体明徴
運動以降における政府公定の国体観念を体得することであったといえよ
う。
　
（1）序説・教育の史的発達
　「序説」と「教育の史的発達」を合わせて、第１学年に毎週２時間、合
計64時間があてられている。「師範学校教科教授及修練指導要目」（以下、
適宜「要目」と略記）の記載から抜粋する。
第１学年　64時（毎週２時）
序説　教育科の意義
教育ノ史的発達
　１、我が国教育ノ史的考察
教学精神ノ史的顕現、国民生活ニ即応スル修練、国民文化ノ伝承
ト其ノ発展、我が国教育ノ歴史的使命
　２、古代ノ教育　略
　３、中世ノ教育　略
　４、近世ノ教育　略
　５、現代ノ教育
（1）明治維新ト教育ノ根本方針 （2） 近代国家生活ト教育制度 （3）
西洋文化ト教育 （4） 教育ニ関スル勅語ノ渙発 （5） 国運ノ発展ト
教育 （6） 西洋教育思想ノ潮流ト其ノ影響 （7） 教学ノ刷新 （8） 皇
国ノ世界史的使命ト教育
　前記の『師範教育（巻１上）』と『師範教育（巻１下）』は、「序説」と「教
育ノ史的発達」を扱っている。つまり、第1学年用の教科書である。巻２
以下は刊行されていない。
　同書第１章「我が国教育の史的考察の本義」は、その留意点を次のよう
にまとめている。
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（一）わが国教学精神の史的顕現を詳らかにし、（二）国民生活に即応
する修練の伝統を究明し、（三）国民文化の伝承とその発展とについ
て考察し、（四）わが国教育の歴史的使命を考へ、特にその現代にお
ける世界史的使命を体得すること(39)
　要目では、日本の教育の歴史のみで、外国教育史はほとんど扱わないこ
ととされている。ただし、『師範教育（巻１下）』には「附録」のページが
あり、「最近における西洋教育思想」について22ページを使って説明され
ている。見出しは次の通りである。なお、登場する教育学者名を括弧内に
記した。
１、最近西洋教育思想の概観（スペンサー、ヘルバルト）、２、児童
本位の教育思想（エレン・ケー、モンテッソリ、パーカースト、ヘル
バルト）、３、社会的教育思想（ベルグマン、ナトルプ、デューイ）、４、
実験的教育思想（モイマン、ライ）、５、哲学的教育思想（ナトルプ、
デュルタイ、シュプランガー）、６、国家主義の教育思想（クリーク、
ボイムラー）
　これらの西洋教育思想について、はじめに、「わが国教学の精神に鑑み、
これを批判的に研究し、其の短を捨て非を去り、長所・美点を消化吸収し
て、わが国独自の教育の建設に利用すれば、西洋教育思想もわが国運発展
の一助となり得ることは言ふまでもない(40)」と述べている。そして、各項
目で思想を紹介した後、批判を加えている。例えば「児童本意の教育思想」
については、「かくの如き個人主義・自由主義はわが国体・国情に適合せ
ざるは勿論、我が国民の美風たる真の児童愛や、親心にも反するものであっ
て、到底許容せらるべきではない(41)」と断じる。「社会的教育思想」の末
尾では、デューイの思想について「米国流の民主主義的社会観の根底に立
ち、その立場から社会と教育との関係や自律的教育方法等が考ヘられてゐ
るのであって、わが国の教育原理として採用すべきではない」と述べる。「国
家主義の教育思想」では、ドイツのクリークやボイムラーの教育思想を説
明した後に、日独の両国における教学刷新運動は「相互に刺激となり参考
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になることが多い」と述べながらも、最後を次のように締めくくっている。
　しかしながらわが国は､ 古来祭政教一致の万邦無比の国体を有し、
この伝統に基づいて独自の教育体制を樹立したのであって、この伝統
的精神に則とつて、飽くまでも自主的に教育の体制を強化し、一路皇
国民の錬成に邁進しているのである(42)。
　日本は、祭・政・教すなわち祭祀と政治と教育・学問が一致していると
いう世界に類ない国柄を有している、だからこの国柄に基づく日本独自の
教育体制を強化して教育を進めて行くのだと説明しているのである。西洋
近代では、祭祀と政治と教育・学問の一致を説くものはない。西洋近代教
育思想は許容されないことになる。
（2）教育の要義
　第２学年の教育科教育は「教育ノ要義」を第１学年と同様、毎週２時間
で計64時間で教授する。教育の目的・内容・方法や、学校以外の教育の場、
すなわち家庭教育・社会教育・軍隊教育を含み、対象が広い。「師範学校
教科教授及修練指導要目」から抜粋しよう。
第２学年　64時（毎週２時）
　１、我が国教育ノ本義
（1）国家ト教育（2）国体ト教育（3）皇国ノ歴史的使命ト教育
　２、国民教育ノ諸相
（1）国民教育ノ場 （2） 国民教育ノ層 （3） 国民教育ニ於ケル学校
教育ノ地位
　３、教育者ト被教育者
（1）国民教育ニ於ケル教育者ト被教育者 （2） 被教育者ノ陶冶性
（3）教育者ノ資質、師道
　４、学校教育ノ目的
（1）皇国民ノ錬成（2）基礎的錬成
　５、学校教育ノ内容
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（1）皇国民ノ錬成ト其ノ内容（2）教科ノ意義ト其ノ構造
（3）教科教育ノ意義ト其ノ組織
　６、学校教育ノ方法
（1）教育ノ方法原理トシテノ錬成（2）錬成ノ体制（3）錬成ノ
要則(43)（4）国民錬成ノ三相ト其ノ一体(44)（5）各教科ニ於ケ
ル錬成ノ原理（6）教育効果ノ考察ト結果ノ処理
　７、家庭教育
（1）国民教育ニ於ケル家庭ノ地位（2）家庭教育ノ方法
（3）学校教育トノ関連
　８、社会教育
（1）社会教育ノ国家的意義（2）社会教育ノ方法ト其ノ施設
（3）学校教育トノ関連
　９、軍隊教育
（1）国民教育ニ於ケル軍隊ノ地位（2）軍隊教育ト其ノ特色
（3）学校教育其ノ他トノ関連
　10、幼稚園ノ保育
（1）幼児保育ノ国家的重要性（2）幼稚園及保育所（3）幼稚園
ニ於ケル保育ノ方法ト其ノ施設（4）家庭教育及学校教育トノ
関連
　「国家」「国民」の語が非常に多い。「皇国民」や「錬成」というこの時
代特有の語も目立つ。「５、学校教育ノ内容」には、教育課程の編成に関
する事項が含まれていない。この点は1931年1937年の要目と同様である。
「６、学校教育ノ方法」を見ると、その内容のほとんどが「錬成」にあて
られている。以上のように、戦後の教育課程や教育方法にあたる内容はほ
とんどもりこまれていない。
   
（3）教育に於ける先哲の遺業
　第３学年は「教育ニ於ケル先哲ノ遺業」と「教育制度及学校経営」であ
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る。授業時数は、毎週３時間であるが計60時間となっている。要項にお
ける「教育ニ於ケル先哲ノ遺業」の教授事項は次のようである。
第３学年　60時（毎週３時）
左ニ掲グルモノノ中ヨリ数名ヲ選ビテ其ノ人物、思想及事歷ヲ授
クベシ
　１、聖徳太子
菅原道真、菊地武光、中江藤樹、山鹿素行、本居宣長、広瀬
淡窓、二宮尊徳、藤田東潤、吉田松陰等
郷土ニ於ケル先哲
　２、孔子・王陽明等  
　３、ペスタロッチ・フレーベル等
　ペスタロッチとフレーベルを除いて、戦後の教職課程の授業ではほとん
どとり上げられない人物が並んでいる(45)。日本人以外は、中国の儒学者と
ドイツ・スイス人だけである。
（4）　教育制度及学校経営
　「教育制度及学校経営」の授業内容は以下の事項である。
１、我ガ国ノ教育制度（内地･外地及海外）
（1）教育行政ノ大要（2）教育制度ノ大要
２、大東亜ノ諸地域ニ於ケル教育制度ノ大要
３、国民学校制度
（1）国民学校ノ歴史的意義（2）国民学校制度ノ大要
４、国民学校経営ノ実際
（1）学校ノ経営（2）学級ノ経営（3）教育ノ実践形態(46)
５、職業指導　
（1）国家ト職業指導（2）国民学校ト職業指導（3）選職及進学
ノ指導（4）就職指導及就職後ノ補導　
６、青年学校及青少年団
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（1）国家ト青少年教育（2）青年学校制度ノ大要（3）青少年団
組織ノ大要（4）国民学校・青年学校ト青少年団
　日本国内の教育制度だけでなく大東亜諸地域における教育制度も教授す
ること、また、国民学校制度、国民学校の経営の他に、職業指導や青年学
校・青少年団も含まれていたことが注目される。職業指導は従来、「教育
学附保育法」に置かれていたものである。
５　教育科心理
　教育科心理は、第１学年では毎週２時間、計64時間授業が行われる。
第３学年では授業はない。第１学年の内容は以下の通りである。
第１学年　64時（毎週２時）
１、教育心理ノ課題
（1）教育心理ノ問題ト方法（2）国民教育ト児童観
２、精神生活ト環境
（1）精神生活ト歴史･風土（2）生活環境ト教育
３、心身ノ発達
（1）心身一体（2）成熟ト学習（3）素質ト環境（4）発達段階
４、乳幼児
（1）心身ノ特徴（2）本能的行動（3）身体及運動ノ発達
（4）言語ノ発達（5）遊ビ
５、児童
（1）心身ノ特徴（2）身体及運動ノ発達（3）精神諸機能ノ発達
（4）精神生活ノ諸相(47)（5）天才児ト精神薄弱児
６、青年
（1）心身ノ特徴（2）身体及運動ノ発達（3）知的生活
（4）自我意識（5）情緒及情操
　上記の教育科心理の第１学年の教授事項では、項目を見る限り１（2）「国
民教育ト児童観」と２（1）「精神生活ト歴史・風土」だけに国体観念の影
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響がうかがわれる。しかし、そのほかの項目は、国体観念を反映したもの
は見られない。しかし、第２学年は大きく異なる。
　第２学年の教育科心理は、毎週１時間計32時間で、教授内容は次のよ
うである。
第２学年　32時（毎週１時）
１、国民的性格
（1）国民性（2）国民精神ト団体精神（3）国民的性格ト其ノ錬成
２、錬成
（1）新知識新行動ノ習得（2）練習（3）錬成ノ条件（4）錬成
ノ方法
３、作業
（1）作業ノ進路（2）作業ノ条件
４、個性
（1）個性ト個人差（2）知能ト知能検査（3）気質性格ト性行調査
５、学業成績考査
（1）成績考査ノ心理学的考察（2）成績考査ノ方法
６、職業指導
（1）職業指導ノ心理学的考察（2）職業適性、適性考査
７、東亜諸民族ノ特質ト教育
（1）東亜諸民族ノ特質（2）東亜諸民族ノ教育ト心理
　国定教科書『師範心理（上巻）』が1943年５月に刊行された。同書第１
章第１節は「教育科心理の課題」である。教育科心理の任務を次のように
述べている。
　教師たる者が先づ皇国の道を体得し教材に精通するとともに、被教
育者を深く理解し、それに基づいて指導の方法を工夫することである。
ここに教育科心理の任務がある。即ち教育科心理においては、国民の
精神生活が歴史的風土的に形成せられるゆゑんを明らかにし、且つ児
童青年の心身の発達並びに国民的性格の錬成に関する心理を究めるこ
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とをその任務とする(48)。
　「歴史的風土」、「国民的性格」「錬成」など、今日の教職教育の心理学に
は見られない言葉である。
　同書は次に、研究の課題について３点をあげている。第１は、いかにし
て国民精神が涵養され、またいかにしてそれが国民的性格にまで形成せら
れるかを明らかにすることであるという。では「国民精神」と「国民的性
格」とは何か。
　国民学校教育において則とるべき皇国の道は、永遠の今の展開たる
わが国史の中に貫流せる道である。かかる古今中外に一貫せる道は、
またわれわれ臣民が生まれ育ちつつある皇国のうちに、皇国の発展と
ともに具現しつつある道である。この道を自覚しこの道に随順する精
神を国民精神と呼び、この精神が身につき常にこの道に則とつて生活
する性格を国民的性格と呼ぶ(49)。　
　皇国の道に随順する精神が「国民精神」で、国民精神を身につけて皇国
の道にそくして生活する性格が「国民的性格」であるというのである。
　教育科心理の第２の課題は、児童青年の心身の発達の状態を明らかにし、
各発達段階における特質をいかにして観察理解するかを研究することであ
る。この点は、今日と同様で、時代的影響は強くない。
　教育を施すに当つては、教育者は教育の目的及び教材をよく理解し、
それを身につけてゐなければならなぬとともに、それを教ヘそれを実
行させるところの児童青年の心身の発達の程度、個性などをよく理解
し、それぞれの発達段階並びに個性に応じてこれを指導することが必
要である(50)。
　そして第３の課題は以下のようである。
　国民的性格とその錬成に関する心理を究めるには、先づわが国民性
を明らかにし、進んで知識技能の学習、練習、作業、気質性格の形成、
個性の観察、性能及び学業考査、職業指導などについて考察する必要
がある(51)
29
高橋　昭和戦前戦中期における師範学校の教職カリキュラム
　国体観念に則した国民性を探究し、さらにそのような国民性を備える人
間を育成する方法の心理的探究である(52)。　　
６　教育科衛生
　教育科衛生は第１～３学年で毎週１時間授業が行われる。ただし、総時
数は、第１、２学年が32時間であるのに対して、第３学年は20時間となっ
ている。
　国定教科書『師範衛生（巻１）』は、1943年６月に発行されている。巻
１は第１学年で教授すべき内容をカバーしている。
『師範衛生（巻１）』の第１章第１節、「衛生の本義」の内容をみよう。
　単なる個人の健康を目標とするのではなく、国民のすべてが国家全
体の生命・健康を背負つてゐるのであるといふ自覚に基づき、皇国の
永遠の発展を図るための国民の健康、民族の悠久の生命を伸展せしむ
べき日本人の健康を増進することを目標とするのである(53)。
　個々人の健康ではなく、皇国の発展のために日本国民の健康を増進する
ことが目的であった。そして次のように続けている。
　しかも健康とは、単に疾病に罹らないといふ消極的のものではなく、
体力・作業能力を十分に発揮し得るという積極的のものであるから、
国民の健康は当然教育の課題、錬成の対象として考へられなければな
らないのである(54)。
　国家の発展に貢献するために、体力や作業能力を発揮できるようにする
というのである。
　教育科衛生が、教育、心理と並んで教育科の一科目になった理由につい
て、第２節「教育科衛生の意義」で以下のように述べている。
　国民教育においては、教育の目的としても、また方法においても、
健康の問題が如何に重視されねばならないかを具体的に表現したもの
であって、心身一体の修練において、健康重視の施設・指導がきはめ
て緊要なゆゑんを明示したものといふことができる。（中略）特に心
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身を一体としての教育の実を挙げ、錬成の真の目的を達成せんとする
には、教育実践のあらゆる場面に於いて健康の問題が考へられ、教授・
訓練・養護を一体としての指導がなさるべきである(55)。
　錬成においては心身一体の教育が強調されたので、健康が従来以上に重
視されたのであった。
　以下は、「師範学校教科教授及修練指導要目」からの教育科衛生の項目
の抜粋である（ここでは各項目内の（1）以下の事項は記載を省略）。これ
らの項目を見ると、衛生が教育、心理と並んで教育科教育の第３の科目に
格上げされたのは、太平洋戦争中、衛生や救急が小学校教員が持つべき知
識技能として重要になったためであると推察される。
第１学年　32時（毎週1時） 第３学年　20時（毎週１時）
１、衛生ノ意義 １、救急看護ト教育者          
２、学校衛生ノ任務 ２、外傷及其ノ処置            
３、健全ナル心身 ３、救急手段                  
４，児童及青年ノ体位 ４、包帯法                    
５、学校環境ノ衛生 ５、急病及其ノ処置            
６、身体検査・其ノ処理 ６、看護手段                  
７、児童及青年ノ疾病ト其ノ予防 ７、防空救護                  
 ８、大陸及南方ノ衛生
第２学年　32時（毎週1時）                
１、健康ノ錬成
２、養護ト其ノ施設
３、養護ノ特殊施設
４、教授ト衛生
５、体育訓練ト衛生
６、健康生活ノ指導
　第３学年の最後に「大陸及南方ノ衛生」が掲げられている。これは、師
範学校卒業生の中から南方占領地域に教師として赴任する者を予定してい
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たためであろう。『師範衛生（巻１）』は、「大東亜の教育建設に挺身すべ
き教育者たる者は、大陸及び南方諸地域における衛生についても明確な知
識を具へ、時局の要望に即応する覚悟がなければならない(56)」と述べてい
るのである。
　　
おわりに
１　敗戦による師範学校教育科の内容の否定
　敗戦から２か月後の1945年10月15日、文部省教学局が廃止された。そ
してこの日、文部省は新教育方針中央講習会を開催した。これは、師範学
校の校長その他の教員養成諸学校長と地方視学官を対象とするもので
あった。はじめに前田多門文部大臣が訓示を行った。前田は、「吾々が教
育界より一掃せねばならぬものは軍国主義と極端なる国家主義」だと述べ
た。「吾人は大いなる反省を要請せられて居るのであります」と話して、
以下のように続けた。
　夜郎自大徒らに自国の特長を過大評価し、これに陶酔するの余りみ
だりに他国を軽侮蔑視するが如き弊はなかったか、或は誇大妄想的膨
張を夢みて、一種の美名の下に露骨なる覇道的鼓吹が行はれなかった
かを、十分謙虚な気持を以て検討し、過去の誤りを根本的に是正せね
ばならぬのであります(57)。
　師範学校長等を集めた講習会で、文部大臣が、日本の優越性を説いて他
国を侮蔑して支配しようという考え方を明確に否定したのであった。
　10月22日、ＧＨＱは日本政府に対して「日本教育制度ニ対スル管理政
策(58)」と題する指令を発した。この指令は軍国主義的・極端な国家主義的
イデオロギーの普及を禁止した。現行の教育課程、教科書、教授指導書そ
の他の教材から、そのようなイデオロギーを助長する目的を持って作成さ
れた箇所を削除し、できるだけ早く新しいものにかえるよう命じたのであ
る。
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　さらに12月15日には、いわゆる神道指令すなわち「国家神道、神社神
道ニ対スル政府ノ保証、支援、保全、監督並ニ弘布ノ廃止ニ関スル件(59)」
がＧＨＱより発せられた。これは、国家と宗教を分離し、宗教の政治的利
用を禁止するものであった。そのために、「神道ノ教理並ニ信仰ヲ歪曲シ
テ日本国民ヲ欺キ侵略戦争へ誘導スルタメニ意図サレタ軍国主義的並ニ過
激ナル国家主義的宣伝ニ利用スルガ如キコトノ再ビ起ルコトヲ防止」する
よう指令した。
　では、軍国主義的・過激なる国家主義的イデオロギーとは何か。それは、
①日本の天皇は特殊の起源を持つので他国の元首より優れている、②日本
国民は特殊の起源を持つので他国民より優れている、③日本列島は特殊の
起源により他国に優る、④侵略戦争や武力行使を礼賛することによって、
他国民･他民族を支配することが日本の使命であることを正当化する教え・
信仰・理論であった。
　1946年５月に文部省は『新教育指針』を策定した。これは、新しい教
育を何を目的にどのようにして進めていくかを示した「教育者の手びき
(60)」である。同書は、戦前戦中の教育に対して次のように述べた。
　教育においても「国体明徴」とか、「教学刷新」とか、「皇国の道に
則る国民錬成」とかがさかんに説かれて、制度も教科書も方法もあら
ためられ、また教学局や国民精神文化研究所といふやうな機関がつく
られたり、『国体の本義』『臣民の道』『国史概説』などの書物が出さ
れたりした。（中略）軍国主義者や極端な国家主義者は、･････国民と
しての自覚や国民性の長所をあまり強くいひすぎて、もはや外国から
何事をも学ぶ必要がないかのやうに説き、西洋諸国は東亜をうばひ
取ったものであるからこれを追ひはらねばならぬと教へ、日本固有の
精神をもって大東亜諸民族を指導し支配することが、皇国の道を実現
することであると主張した(61)。
　このように国体明徴、教学刷新、錬成を批判し、西欧近代を否定したこ
とを反省とし、大東亜共栄圏の発想を誤りであると述べたのである。
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　以上のように、敗戦後まもなく日本政府とＧＨＱの双方から、これまで
の教育政策に対する反省・批判・否定が表明された。それは、従来の教育
政策を全面的に変えるものとなった。師範学校そして師範学校教育科の内
容は根本から否定されたのである。　
２　師範学校の教職科目の内容−まとめにかえて
　本稿では、敗戦以前の師範学校における教職教育の内容を検討した。以
下、その内容をまとめて、今後の課題を述べる。
　1936年の教学刷新評議会答申は、教学刷新の基本方針を国体および日
本精神の教育に置いた。そして、国体観念と相いれないものとして西欧近
代思想を否定した。その結果、非科学的・非合理的で精神主義的な言説が
まかり通る。歴代天皇が統治してきた日本は祭政一致の神聖国家であり、
日本が大東亜諸民族を支配することは世界史的使命であるという考え方
が、政府公定の思想として教授・宣伝される。1937年の「師範学校教授
要目」以降、師範学校教育科の内容から欧米の教育思想や欧米の教育方法・
教育制度に関する事項は消えていく。
　1943年の師範教育令の改正で、師範学校は専門学校程度に昇格した。
師範学校規程も改正され、師範学校の教育科は、教育、心理、衛生の３科
目から構成されることになった。同年３月の「師範学校教科教授及修練指
導要目」を見ると、教育科教育は「序説・教育科ノ意義」「教育ノ史的発達」
「教育ノ要義」「教育ニ於ケル先哲ノ遺業」「教育制度及学校経営」によっ
て構成されている。内容を見ると、「教育の史的発達」は日本の教育史で
あり、外国教育史はほとんどない。「教育の要義」は、国民教育・学校教
育を中心としつつ、家庭教育、社会教育、軍隊教育、幼稚園の保育も扱っ
ている。「教育ニ於ケル先哲ノ遺業」でとりあげる人物中、欧米の教育思
想家・教育者で名前があげられているのはペスタロッチ、フレーベルだけ
である。「教育制度及学校経営」は、日本の内地と外地および大東亜の教
育制度、国民学校制度、国民学校の経営、職業指導、青年学校および青年
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団について教授する。
　教育科心理を見ると、第１学年は主に発達心理で、乳幼児から青年の心
理を扱う。第２学年は、国民性、錬成、作業などの項目が並んでいて、現
代とは大きく異なる内容である。
　教育科衛生は、衛生、健康、養護や救急時の対応である。「衛生」は従来、
教育科教育中の「教育制度・学校ノ経営及管理・学校衛生」の一部であっ
たが、1943年には教育科の中の一科目となり、特別大きな位置を占める
ようになった。教育科衛生は、 国家の発展に貢献するために、個々人が体
力や作業能力を発揮できるようにするためのものであった。
　すなわち、教育科教育は、国民学校の教師となる者に大東亜戦争を完遂
するための日本精神を学ばせるための科目であり、教育科心理は、国体観
念に則した国民性を備える人間を育成する心理的方法の修得であった。教
育科衛生は、国民学校児童の衛生、養護、健康の維持増進と救護を学ぶ科
目であった。このように、師範学校の教育科では、国体教育と、戦争遂行
のための教育が行われたのであった。　
　なお、教育課程編成に関する事項はほとんど全く見られない。この点、
1931年・1937年の「師範学校教授要目」と同様である。敗戦前の小学校・
国民学校は国定教科書を使って教育したためであろう。また、教育科以外
の教科の内容の中に当該教科の教授法が含まれていた点も、注目すべき特
徴であった。
　さて、敗戦からわずか２か月、文部省は、師範学校をはじめとする教員
養成学校の校長を集めて新教育方針中央講習会を開催した。文部大臣が「軍
国主義と極端なる国家主義」を「一掃せなければならぬ」と訓示した。教
学刷新評議会以降の師範学校教育科の内容を根本から否定したのである。
　最後に、本稿のテーマにかかわって、今後検討すべき課題を付言したい。
第１に、教育実習の期間・内容・方法と教師教育カリキュラム上の位置づ
けである。教育実習は、附属学校との関係など、本稿で考察したものとは
別の要素を含めて検討することが必要となる。第２は、中等教員養成のた
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めの大学や専門学校等における教職教育の実情の把握である(62)。第３に、
戦前戦中の日本における教育学に関する研究である。師範学校教育科の内
容が、当時の教育学研究をそのまま反映しているわけではない。戦前の帝
国大学・文理科大学そして師範学校の教員などが当時いかなる教育学研究
をしていたかが考察されなければならない。戦前の師範学校教育科の教育
内容と戦後の教職科目は断絶しているが、戦前日本の教育学と戦後の教職
科目や戦後の教育学研究の連続・非連続を検討の視野に入れなければなら
ない。
　教育刷新委員会における教員養成をめぐる議論の基調は、教員養成のた
めに特別の教育機関を設けたり、多くの教職科目を学ばせることに対して
反対であった。その一つの理由は、戦前戦中の教職科目に対して、大半の
委員が否定的にとらえていたからであろう。委員の中には、教員養成のた
めの特別の教育の必要性を訴えた委員もいた。しかし、そこで教授すべき
教職科目の内容として、師範学校で教授されてきた教育科を支持する主張
は見られないのである。
［注］
（1） 体錬科については同年４月１日、別に「師範学校体錬科教授要目」が定めら
れた。
（2） 昭和戦前戦中期の師範学校に関する主な研究として、次の図書・文献があげ
られる。中内敏夫・川合章編『日本の教師６・教員養成の歴史と構造』（Ⅲ
一６「師範学校改革諸案と師範学校の昇格」寺崎昌男執筆、1974年）、篠田弘・
手塚武彦編『学校の歴史第５巻・教員養成の歴史』（第１編第１章第４「戦
時教育体制と教員養成」篠田弘執筆、1979年）、横畑知己「教員養成諸学校」
（寺崎昌男・時下教育研究会編『総力戦体制と教育』1987年 所収）、横畑知
己「1943年『師範教育令』に関する一考察−師範学校昇格運動とその思想」『教
育学研究』第54巻第３号、1987年９月、逸見勝亮『師範学校制度史研究』
北海道大学図書刊行会、1991年など。
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（3） 第１章第３節「師範学校の教育内容・教育方法の改革動向」、第３章第４節「新
制師範学校の発足」。
（4） 山田昇「師範学校における教育学」（『教育』1970年３月号）13ページ。
（5） 山田昇「教員養成における教職教育の位置に関する歴史的検討」（『日本の教
育史学』第13集、1970年）47ページ。
（6） 山田の教員養成の研究は、戦後の教育改革について、主に教育刷新委員会の
議事録に依拠して行われた。教育刷新委員会では、山田の言うアカデミシャ
ンとエデュケーショニストの対立により「教員養成における教職教育の位置
についての共通の展望というものを見出すことができなかったのである」と
述べている（「教員養成における教職教育の位置に関する歴史的検討」51ペー
ジ）。そして教育職員免許法成立後は「それを制度的な規制として受動的に
追随し、教職教育の意義を根本的に追究するまでにいたらなかった」と記し
ている（同前、52ページ）。「受動的に追随し、教職教育の意義を根本的に追
及するまでに至らなかった」の主語は書かれていないが、文脈上、教職教育
にかかわる教育学教員と考えられる。しかし、戦後の教職科目は戦前戦中の
教職教育とは根本から異なるものとなる。ＣＩＥは、ＩＦＥＬなどの大規模
な講習を実施したり、米国教育学の図書・文献を日本人の学者に紹介してそ
れをもとに教育図書を刊行させるなど、米国の教育学を日本に広めようと努
めた。戦後の新しい教職教育を積極的に受容した日本の教育学者は少なくな
かった。この点は、拙稿「占領下日本における教師教育改革と教育学教員再
教育」（『横浜市立大学論叢 人文科学系列』第45巻第２号、1994年４月）、『占
領期教育指導者講習基本資料集成』全３巻（すずさわ書店、1999年12月）
所収の「解説・ＩＦＥＬと本書収録資料について」、「ＣＩＥの会議報告から
みた占領初期における教師教育改革」（『戦後教育史研究』第25号、明星大学
戦後教育史研究センター、2010年12月）を参照いただきたい。
（7） なお、実業には、農業、工業、商業の３つがあった。これら３つをそれぞれ
単独で授業を行ってもよいが、あわせて行うことも可能であった（師範学校
規程第20第２項）
（8） 菊池豊三郎「師範学校、中学校及高等女学校の教授要目の改正と新教授要目
の運用に就いて」『文部時報』第584号、帝国地方行政学会、1937年５月、
６ページ。
（9） 同前、７ページ。
（10） 『師範学校教授要目（昭和12年３月27日改正）』帝国書院、15ページ。
（11） ただし、論理学の領域に新しく加わった「精神科学ノ方法」はそれを反映し
ている可能性もある。
（12） 前掲『師範学校教授要目（昭和12年３月27日改正）』21ページ。
（13） 日田権一「教育科教授要目の改正並に制定の趣旨」（『帝国教育』1937年６
月号、雄松堂）３～４ページ。
（14） 文部省『国体の本義』1937年３月、６ページ。
（15） 同前、143ページ。
（16） ただし、「国体」の概念はあいまいである。「国体」に反するという理由で、
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自由主義者やクリスチャンから新興宗教の教祖にいたるまで活動を禁止され
た。
（17） 前掲『国体の本義』64ページ。
（18） 教学局『臣民の道』1941年、27 ～ 28ページ。
（19） 同前、40ページ。
（20） 同前、91ページ。
（21） ただし、中学校、高等女学校の修業年限が５年から４年に短縮したので、師
範学校卒業時の年齢は、最短で19歳という点はかわらなかった。
（22） 近代日本教育制度史料編纂会編『近代日本教育制度史料』第５巻、講談社、
1964年、574ページ。
（23） ただし、1944年度までに入学した生徒は３年制である。
（24） 内閣情報局編集『週報』第335号、内閣印刷局、1943年３月17日、８ページ。
（25） 岡部長景「師範学校長会議に於ける訓示」（前掲『文部時報』第792号、
1943年６月）、３ページ。
（26） 同前、３～４ページ。
（27） 文部省内文政研究会『文教維新の綱領』増補訂正版、新紀元社、1944年、
87ページ。この本は、文部省職員が執筆したものである。
（28） 師範学校規程第17条第１号表に、本科男子部の教科･科目と授業時数が示さ
れているので、本論文末に掲載した。なお、１時限は45分または50分であっ
た（「師範学校教科教授及修練指導要目」２ページ）。
（29） 「師範学校教科教授及修練指導要目」1943年、25、34、42、86、91、96、
109、113、118、124ページなど。
（30） ただし、1944年５月「師範学校及青年師範学校ニ於ケル学徒勤労総員実施
ニ伴フ課程及教育実習等ニ関スル臨時特例」によって、本科２学年の生徒に
教育実習を課すことと教育実習・保育実習の期間を短縮できるとした（『近
代日本教育制度史料』第７巻、265ページ）。
（31） 「師範学校教科教授及修練指導要目」197ページ。
（32） 前掲『文教維新の綱領』87ページ。
（33） 「師範学校教科教授及修練指導要目」205 ～ 209ページ。
（34） 前掲『週報』第335号、８ページ。
（35） 文部省『師範教育（巻１上）』師範学校教科書株式会社、1943年、２ページ。
（36） 「師範学校教科教授及修練指導要目」70ページ。
（37） 前掲『師範教育（巻１上）』３ページ。
（38） 同前、５ページ。
（39） 同前、12 ～ 13ページ。
（40） 文部省『師範教育（巻１下）』師範学校教科書株式会社、1944年、附録４ペー
ジ。
（41） 同前、附録８ページ。
（42） 同前、附録22ページ。
（43） 「（3）錬成ノ要則」の項には、次の事項が列記されている。「学業相応心身一
体ノ錬成、錬成ト自発活動、錬成ト心身ノ発達、錬成ト生活即応、団体錬成
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ト個性」
（44） 「（4）国民錬成ノ三相ト其ノ一体」には、「養護、訓練、教授」が列記されて
いる。
（45） 菊地武光は南北朝時代の南朝側の武将で、藤田東湖は皇室の尊厳を説いて幕
末の尊王攘夷運動に大きな影響を与えた人物である。
（46） 「（3）教育ノ実践形態」の項には、「教科ノ学習指導、校内生活ノ指導、郊外
生活ノ指導、映画及放送教育」が列挙されている。
（47） 「（4）精神生活ノ諸相」には、「（ｲ）創作活動、（ﾛ）数概念、（ﾊ）社会的行動、
（ﾆ）道徳意識、習慣」が列挙されている。
（48） 文部省『師範心理（上巻）』師範学校教科書株式会社、1943年、１ページ。
（49） 同前、２ページ。
（50） 同前。
（51） 同前、２～３ページ。
（52） ところで、『師範心理（下巻）』は敗戦後に刊行されている。上巻は本文244ペー
ジであったのに比べ、下巻は全81ページとページ数が大幅に少ない。しかも、
39ページまでが第１綴として1946年４月13日付で、第２綴りが10月７日付
の発行である。おそらく用紙不足のためであったと考えられる。下巻は第２
学年用である。「師範学校教科教授及修練指導要目」では「１、国民的性格」
「２、錬成」となっていたが、『師範心理（下巻）』では、「１、国民的性格」
の項はなく、「錬成」にかえて「修練」となっている。ここでの「修練」の
意義は「広く学行を一体として児童の人格を磨きあげてゆく活動の全体」を
さすという（１ページ）。「第１章　修練」は「学習と練習」「学習の条件」「修
練指導の方法」の３つの節となっている。「錬成」の語はこの教科書の文章
中にあまり目に付かないが、まったく消えたわけではない。また、「６、職
業指導」が「適性考査」にかわっている。「７、東亜諸民族の特質」の項は
なくなっている。つまり、要目の「１、国民的性格」「２、錬成」「７、東亜
諸民族の時局と教育」は、戦後刊行の『師範心理（下巻）』に登場しないの
である。
（53） 文部省『師範衛生（巻１）』師範学校教科書株式会社、1943年、１ページ。
（54） 同前、１～２ページ。
（55） 同前、６～７ページ。
（56） 前掲『師範衛生（巻１）』11ページ。
（57） 文部大臣官房文書課編集発行『終戦教育事務処理提要』第１集、1945年11月、
76ページ。なお、これに先立つ９月９日、前田文相は「青年学徒に告ぐ」と
題するラジオ放送で、同様の趣旨を述べている（文部省大臣官房総務課編集
発行『歴代文部大臣式辞集』1969年、442ページ）。
（58） 前掲『終戦教育事務処理提要』第１集、27ページ。
（59） 同前、44ページ。
（60） 文部省『新教育指針』第１部第１分冊、1946年５月、はしがき。
（61） 同前、18ページ。
（62） 戦前期日本の無試験検定による中等教員養成について、豊田徳子による一連
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の研究の蓄積がある。教職関係の学科目についても検討され、学校ごとの科
目名と単位数はわかるが、その内容は明らかでない。豊田徳子「大正末期か
ら昭和戦前期における私立大学の中等教員養成に関する研究 −東洋大学の
事例から」『井上円了センター年報』第５号、東洋大学井上円了記念学術セ
ンター、1996年、同「大正期から昭和戦前期の私立大学における教員養成
の実態−東洋大学学生の傾向と卒業生の教職従事状況の分析から」同前第７
号、1998年、同「大正期から昭和戦前期の東京府下４大学における教員養
成−教員就職者状況の比較から」同前第８号、1999年、同「戦前期日本の
無試験検定による中等教員養成の研究−東洋大学（大学部・専門部）を事例
として」『日本教育史研究』第20号、2001年、同「戦前期日本の私学におけ
る無試験検定による中等教員養成の研究−國學院大學を事例として」『大倉
山論集』第51集、大倉精神文化研究所、2005年、同「戦前期日本の私学に
おける無試験検定による中等教員養成の研究−東京物理学校を事例として」
『名古屋大学大学文書資料室紀要』第15号、2007年、同「戦前期日本の私学
における中等教員養成の研究 私立の大学・専門学校と無試験検定−日本大
学を事例として」『東京大学史紀要』第26号、2008年、同「戦前期日本の私
学における中等教員養成とその意義−早稲田大学を事例として」『名古屋大
学大学文書資料室紀要』第18号、2010年、同「戦前期の日本大学高等師範
部における中等教員養成−無試験検定制度による養成」『日本大学史紀要』
第12号、2010年。
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表　本科男子部の教科科目と授業時数  1943 年　　
教科科目
毎週授業時数
第１学年 第２学年 第３学年
基本教科
国民科
修身公民 2
4
3
2
2
2
4
2
2
教育実習
哲学
国語漢文
歴史
地理
教育科教育 2
3
2
2
3
1心理
衛生
理数科数学 2
5
2
3
1
3物象
生物実業科
農業、工業
商業、水産
3 3 3
体錬科教練 2
4
2
4
2
4体操
武道
芸能科音楽 2
1
3
2
1
3
2
3
書道
図画
工作
基本教科ニ充ツベキ時数 36 30 30
凡ソ
12週
選修教科
国民科 3-6 3-6
教育科 3-6 3-6
理数科 3-6 3-6
実業科 3-6 3-6
体錬科 3-6 3-6
芸能科 3-6 3-6
外国語科 3-6 3-6
選修教科ニ充ツベキ時数 6 6
修　　　練 4 4 4
毎週授業総時数 40 40 40
凡ソ
12週
注：師範学校規程第17条第１号表
本表は本科男子部の場合である。本科女子部では、男子部の実業科に
かえて家政科を履修する。男子部と比べて第１－３学年とも毎週授業
数は、体錬科が２時間、図画工作が１時間少なく、家政科は実業科よ
り３時間多い。
